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• 全世界における稼働台数は年々増加 

• 国内の産業用ロボットの稼働台数は全世界の３４％に相当（２００８年） 

• 日本の２００８年のロボット出荷額は約６，４９８億円 
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産業用ロボット市場の現状 
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主要国の産業用ロボット販売台数 
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市場動向詳細（2012年） 
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我が国の社会状況 

2005年 2025年 増減 

労働力人口1) 

（15才～64才） 
6,770万人 6,300万人 ▲470万人 

高齢者人口2) 

（65才～） 
2,539万人 3,472万人 933万人 

発生するギャップ 1,403万人 

出典 1)  厚生労働省職業安定局推計(2002年7月)  
 2)  国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2002年1月）  
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高齢者数と医療費・介護費の推移 

[厚生労働省] 
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人間共存型産業用ロボット 
• 従来の産業用ロボット 

– ロボット専用の作業環境を構築 
– ロボット本体より周辺機器の方が高価 
– 労働安全衛生法により人間から隔離する義務 
– 少品種大量生産向き 

• 人間共存型産業用ロボット 
– 人間の作業環境に近い作業環境 
– 周辺機器は低コスト 
– 労働安全衛生法の解釈変更（2013年12月） 
– 多品種少量生産向き 
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ロボットによるビルの清掃システム 
• 社会的必要性 

– 高層ビル等の清掃を自律的に行うロボットシステム 
– 晴海トリトンスクエア等１０棟程度のビルに導入 

• 技術的先進性 
– エレベータ操作システム 
– 安定したナビゲーション 

• 特筆すべき点 
– 業務用清掃分野開拓 

今年のロボット大賞2006大賞授賞 11 



発電所敷地内の瓦礫撤去作業 

移送・仮置場定置 
[東京電力ホームページより] 

・普賢岳災害復旧作業等で実績のある遠隔操作重機による作業 
・4/6から大成JVが施工を担当 
・実作業に入ったのでリモートコントロール化PTの検討対象外 

遠隔操作室 
[東京電力ホームページより] 
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インフラ維持・管理ロボット 
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3. 情報統合･支援技術 

2. 協調制御技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 移動･搬送技術 

コンパクトシティ構想のためのロボット技術 

役所
病院

店舗

インテリジェント車いす

マイクロモビリティ

自動隊列走行

物流ロボット

センサーネットワーク技術
による市街地情報の

見える化

エコ支援・自動運転
配送トラック

マイクロEV

エコ支援車両

無線ネットワーク技術 

省エネ運転支援技術 

ヒューマンインタフェース技術 

自律移動技術 

センシング技術 

データマイニング技術 

人･物の移動･搬送の効率化によ
る低炭素社会の実現 

1.移動･搬送技術 
2.協調制御技術 
3.情報統合･支援技術 

安全技術 

環境認識技術 

位置認識技術 

つくば市 

NEDO エネルギーITS推進事業（H 20～H24）/ 
協調走行（自動運転）に向けた研究開発 

一部NEDO オープンイノベPJ（H 19～H21） 
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従来 

現行法上（道路交通法および道路運送車両法上）、明確な位置づけがないため、 

日本の公道を走行することができない。 

低炭素社会や高齢化対応社会など日本の諸課題解決に向けた高い期待と可能性 

特区認定後 

特区認定により公道実験が可能に(2011年6月開始) 

・環境や人に優しい社会、モビリティ格差のない社会システムのモデル発信 
・生活支援分野など新しいロボット産業の創出拠点の形成 

○モビリティロボット 

つくばモビリティロボット実験特区実証事業 

セグウェイ ロピッツ(日立) ウィングレット(トヨタ) マーカス、マイクロモビリティ 
(産総研) 
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次世代ロボットはなぜ上市されないか 

• 世界で初めての製品を大企業が開発 
– リスク vs. ppm 

 
• 課題のソリューションになっていない 

– エンジニア中心の単品開発 
– 対象産業の業務理解不足 
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ISO13482正式発行 

移動作業型 
ロボット 

人間装着型 
ロボット 

搭乗型 
ロボット 

＜ロボットの例＞ 

パーソナルケアロボットの安全規格で2014年2月1日にISO（国際標準化機構）より発行 

ISO 13482の構成 
1. 適用範囲 
2. 参照規格 

3. 用語と定義 
4. リスクアセスメント 

5. 安全要求事項と保護方策 
    代表的危険源 

  （エネルギー源、振動、熱、耐久性など） 
   に対する要求事項 

6. 安全関連制御システム要求事項 
  安全関連制御システム 

 （停止、速度制御、環境センシング、力制御など）に対す
る要求事項 

7. 検証と妥当性確認 
8. 使用上の注意 

 

NEDO生活支援ロボット実用化ＰＪメンバーが草案を提出。 
議論をリードして正式発行に至った！ 
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次世代ロボットに適した開発主体 

 大企業からのカーブアウト 
 人材と知財をセットで別会社化 
 失敗したら親会社に戻す 
 成功したら親会社が買収する 

 ベンチャー企業 
 事業化体制を担保してから国プロを実施 
 国プロ実施段階からVCが評価 
 開発が成功したら即座に投資 
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次世代ロボットはなぜ上市されないか 

• 世界で初めての製品を大企業が開発 
– リスク vs. ppm 

 
• 課題のソリューションになっていない 

– ケーススタディ：ロボット介護機器 
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ロボット介護機器のステークホルダー 

介護者人件費      その他経費  事業利益 

介護保険 自己負担金 

厚生労働省 被介護者 

介護事業者 ロボットメーカー 介護者 

目標： 被介護者の参加拡大、介護者の負担軽減、総介護費用の抑制 
制約： 介護者人件費 ＝ 報酬×介護者数 
 介護者数    ≧ 被介護者／３ 
 
解： 被介護者の介護度を下げる、人件費より安いロボット機器を作る 
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ロボット介護機器と対象施設 
 老健／特養 

 収入の大部分は介護保険 
 入所希望者が待っている 
 医療法人／社会福祉法人が運営 
 目標は離職率と残業代減少 

 民間有料老人ホーム 
 自己負担が大きい 
 入居率と利益率が直結 
 目標は業務効率化によるサービスの質の向上 
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排泄支援 見守り支援 

移乗支援 

移動支援 

経済産業省ロボット介護機器開発・導入促進事業 

 目的 
高齢者の自立支援, 介護者の負担軽減に
資するロボット介護機器の開発・導入を促
進すること. 次の2事業を実施. 
 

 開発補助事業 
介護現場のニーズを踏まえてロボット技術
の利用が有望な分野を重点分野として特定
し,開発企業に対し補助を行う. 

 
 基準策定・評価事業 

機器の開発に必要となる安全性と効果のア
セスメント手法・検証方法、倫理審査等の
「実証プロトコル」を確立する. 
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健康状態 

心身機能 活動    参加  

環境因子 個人因子 

主観的体験 

客観的世界 

主観的世界 

目標とする「参加」を実現するための環境因子として、知的支援技術を実現する 

ICF生活機能モデル 
 (International Classification of Functioning, WHO 2001) 
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Ⅰ．実生活での活用法 

項目 具体的内容 
記入者 
・記入日 

一
日
の
生
活
の
中
で
の 
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目
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す
る
「活
動
」 
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項
目
と
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体
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容
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意
点 

被
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対
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者 

疾患     

心身機能     

活動     

参加     
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と
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適応 
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活動     

参加     

禁忌     

実生活での活用の基本方針     

ICFに基づく開発コンセプトシート 

（独）国立長寿医療研究センター 大川弥生   27 



ロボット介護機器導入実証チーム 
 
 

○ロボット介護機器については、現場とのコミュニケー
ションの不足や先行事例が乏しいこと等、市場の不確
実性が高く、優れたアイディアを持ちつつも量産化に踏
み切れていません。 

○本事業は、量産化への道筋をつけることを目的として、
製造事業者と仲介者と介護施設がチームを組んで、実
際に現場で活用しながら、ロボット介護機器の大規模
な効果検証や改良を行います。 

○さらに、検証結果に基づく効果のＰＲ、普及啓発、教育
活動を通じて、ロボット介護機器導入の土壌を醸成し
ます。 

ロボット介護機器導入実証事業 
（通称：ロボット介護推進事業） 

経済産業省 製造産業局 産業機械課 
   03-3501-1691 

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 
   03-3266-6883 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業の内容 

国 

民間企業、仲介者、介護施設 
から構成されるチーム 

補助 
 製品製造・設置費用の1/2（※）、2/3 
 講習・効果測定費用の1/1 
 ※製造事業者等が大企業の場合は1/2 

テクノエイド協会 

ロボット技術の介護利用における重点分野 
（平成24年11月22日 経産省・厚労省公表） 

移乗介助 移乗介助 移動支援 排泄支援 見守り 

補助 

製造事業者 

仲介者 
（レンタル業者等） 

• ロボット介護機器の製造 
• 導入講習計画の作成 
• 効果検証計画の作成 

• 導入講習の実施 
• 効果検証の実施 
• 改良点のフィードバック 

介護施設 • ロボット介護機器の継続活用 
• 効果検証への協力 

• 製造事業者、仲介者、介護施設のマッチング支援 
• 効果検証効果の集約 
• 効果ＰＲ・普及啓発・教育活動 

介護現場におけるロボット介護機器の 
大規模な導入実証を実施 



今後の展望まとめ 
• ロボットは既に開発されつつある。 

 
• 足し算では普及しない。引き算が必要。 

 
• システムインテグレータ、サービスプロバイダ必要 
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